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プログラム情報

(1) 高等教育機関名およびその英語表記
(2) プログラム名

(3) Program Title（プログラムの専門分野名の英語表記）

(4) 学位名

(5) 連絡先

(6) プログラム関係数値データ

プログラム概要

過去５年間の審査における審査結果
認定の可否とともに送付された審査結果のコピーを添付。なお、審査結果の表紙のタイトルは、2004年度から2006年度までは「最終審査結果報告」、2007年度は「審査結果」となっている。前回中間審査を受けた場合は、新規審査と中間審査の両方の結果を添付する。初めて審査を受ける場合は不要。
前回受審時からの改善・変更

自己点検結果

１．基準１：学習・教育目標の設定と公開

引用・裏付資料番号
（1-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


２．基準２：学習・教育の量

引用・裏付資料番号

（2-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


３．基準３：教育手段

３.１ 入学および学生受け入れ方法
引用・裏付資料番号

（3.1-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


３.２ 教育方法
引用・裏付資料番号

（3.2-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


３.３ 教育組織
引用・裏付資料番号

（3.3-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


４．基準４：教育環境

４.１ 施設、設備

引用・裏付資料番号

（4.1-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


４.２ 財源

引用・裏付資料番号

（4.2-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


４.３ 学生への支援体制

引用・裏付資料番号

（4.3-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


５．基準５：学習・教育目標の達成

引用・裏付資料番号

（5-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


６．　基準６：教育改善

６.１ 教育点検

引用・裏付資料番号

（6.1-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


６.２ 継続的改善

引用・裏付資料番号

（6.2-1，資料名の命名が可能な場合には、資料名も付けること。以下同様。）


７．分野別要件

添付資料
・教員個人データ 
実地審査で閲覧できる裏付資料名の一覧表

（下記の番号1、2、3に対する資料名は例示）

	番号
	実地審査閲覧資料名

	1
	卒業論文

	2
	数学の成績関連資料

	3
	物理基礎の成績関連資料

	

	


プログラム情報

(1) 高等教育機関名およびその英語表記
(2) プログラム名

(3) Program Title（プログラムの専門分野名の英語表記）

(4) 学位名

(5) 連絡先

・JABEE対応責任者氏名

所属・職名

郵便番号

住所

電話番号

ファックス番号

メールアドレス

・
プログラム責任者氏名

所属・職名

郵便番号

住所

電話番号

ファックス番号

メールアドレス

(6) プログラム関係数値データ

プログラム名：

	
	（なるべく過去5年間）年度

	
	
	
	
	

	学生数情報
	学部全学生数
（A）
	
	
	
	
	

	
	学科やコースの

一部をプログラムとして申請

している場合
	学科やコース全体への入学者数
（B－１）
	
	
	
	
	

	
	
	〃
定員数
（B－２）
	
	
	
	
	

	
	
	〃募集定員数（定員数－推薦入学者数）
（B－３）
	
	
	
	
	

	
	申請プログラムへの入学者数あるいは配属者数
（C－１）
	
	
	
	
	

	
	〃
定員数
（C－２）
	
	
	
	
	

	
	他プログラムからの編入者数
（D－１）
	
	
	
	
	

	
	他大学等からの編入者数
（D－２）
	
	
	
	
	

	
	申請プログラムの全在籍者数
（E）
	
	
	
	
	

	
	プログラム修了者数
（F）
	
	
	
	
	

	教職員情報
	プログラム関係
専任教員数
（H－１）
	
	
	
	
	

	
	〃
非常勤教員数
（H－２）
	
	
	
	
	

	
	〃
TA数
（H－３）
	
	
	
	
	

	
	プログラム関係のその他職員等の教育支援者数
（H－４）
	
	
	
	
	

	カリキュラム情報
	授業科目１単位の実時間（＊合計数値）
（J）

単位：時間
	講義
	演習
	実験
	実習
	実技
（設計等）

	
	
	
	
	
	
	

	
	１日当り平均自己学習時間　　単位：時間
（K）
	

	
	卒業に必要な単位数
（L－１）
	

	
	専門関係科目単位数
（L－２）
	

	
	専門基礎関係科目（数学､自然科学､情報など）単位数
（L－３）
	

	
	語学科目単位数
（L－４）
	

	
	語学を除く教養関係科目単位数
（L－５）
	

	
	（専門関係科目単位数）／（卒業に必要な単位数）
（M－１）
	

	
	（専門基礎関係科目<数学､自然科学､情報など>単位数）

／（卒業に必要な単位数）
（M－２）
	

	
	（語学科目単位数）／（卒業に必要な単位数）
（M－３）
	

	
	（語学を除く教養関係科目単位数）／（卒業に必要な単位数）（M－４）
	

	施設
	学生実験・演習等に使用している総面積（m2）
（N－１）
	

	
	上記で、1グループの平均学生数とその使用面積
（N－２）
	人
	m2


※　各項目については出来る範囲で記入いただき、記入の前提の補足注記が必要なものは欄外に記入する。
自己点検結果

１．基準１：学習・教育目標の設定と公開

(1) 学習・教育目標の設定と公開

表２　学習・教育目標と基準1の(1)の(a)～(h)との対応

各学習・教育目標 〔(A)、(B)、(C) - - - 〕 が基準1の(1)の知識・能力 〔(a)～(h)〕 を主体的に含んでいる場合には◎印を、付随的に含んでいる場合には○印を記入する。


	
	(a)
	(b)
	(c)
	(d)
	(e)
	(f)
	(g)
	(h)

	
	
	
	
	(1)
	(2)
	(3)
	
	
	
	
	

	(A)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(B)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(C)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(D)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(E)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	


(A) 
(B) 

(a) 地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養
(b) 技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、および技術者が社会に対して負っている責任に関する理解（技術者倫理）

(c) 数学、自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力

(d) 該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力

(e) 種々の科学、技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力

(f) 日本語による論理的な記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力および国際的に通用するコミュニケーション基礎能力

(g) 自主的、継続的に学習できる能力

(h) 与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力


(1)


(2)


 (3)
(d)の


表３　学習・教育目標とその評価方法
	学習・教育目標
	関連する基準1 (1) (a)～(h) の項目
	評価方法
	備考

	(A)

デザイン能力
	経済性、安全性、倫理性、環境への影響等を多面的に考慮して、装置の設計仕様を作成できること
	(e)

(a)

(b)
	「○○プロジェクト」の授業で、課題として与えた応用に適合する装置の設計仕様を作成させ、設計仕様をどのような考え方に基づいて作成したかについてレポートを提出させ、評価する
	

	
	設計仕様を満足するための解決策として考案した具体的方策を、同分野の技術者が理解できるように、技術文書や図表などを用いて説明できること
	(e)

(f)

(d)
	「○○プロジェクト」の授業で、与えられた設計仕様を満足するための概念設計を行わせ、その内容を説明するレポートを提出させ、評価する
	

	
	設計仕様を満足する複数の解決策を、多面的な判断基準から比較し、最適な解決策を見出せること
	(e)

(d)

(a)
	「○○設計」の授業で、××を設計させて結果を他の複数の学生の設計例と比較させる。設計例の比較結果をレポートにまとめて提出させ、評価する

「○○解析」の授業で、シミュレーションツールを用いて××の解析を行い設計の妥当性を検証させ、結果をレポートで提出させ、評価する
	

	
	・

・
	・

・
	・

・
	

	
	・

・
	・

・
	・

・
	

	(B)

○○○○
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(2)伝統、資源、卒業生の活躍分野等の考慮、社会の要求や学生の要望への配慮
２．基準２：学習・教育の量

(1)卒業要件

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(2)学習保証時間

表４　　授業科目別学習保証時間および各授業科目の学習・教育目標一つ一つに対する関与の程度

	授業

科目名
	単位数
	必須、選択などの別
	学年・

学期
	講義、演習、実験、研究等の別
	合計

時間数

（時間）
	学　習　保　証　時　間（時間）※1
	学習・教育目標

に対する関与の程度※3

	
	
	
	
	
	
	学習内容の区分
	授　業　形　態
	

	
	
	
	
	
	
	人文科学

社会科学

語学
	数　学

自然科学

情報技術
	専　門　分　野※2
	講義
	演習
	実験
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	（1）
	（2）
	（3）
	（4）
	その他
	合計
	
	
	
	
	（A）
	（B）
	（C）
	・・・

	（記入例）

物理工学概論
	2
	必須
	1・Ⅰ
	講義・演習
	22.5
	
	22.5
	
	
	
	
	
	
	15
	7.5
	
	
	◎
	
	○
	

	・

・

・

・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	卒業研究
	5
	必須
	4・Ⅱ
	研究
	400
	
	
	
	
	200
	150
	50
	400
	
	
	300※4
	100※4
	◎
	○
	◎
	

	・

・

・


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※1
学習保証時間を時間単位で記入する。1時間は60分である。記入されている数字は例示である。

※2
一例として、分野別要件の中で専門分野に関する要件が（1）～（4）の四つの場合を示す。

※3
各授業科目の学習・教育目標の一つ一つに対する関与の程度を、主体的に関与する場合には◎印で、付随的に関与する場合には○印で示す

(注)
「認定基準の解説」の２．基準2 の2) で説明されている「他大学等における講義等(P)」、「インターンシップなど(Q)」、「教員によるカリキュラム上の指導の下に行われる、ビデオ、インターネット、放送大学等を利用した講義等で教員への質問ができないもの(R)」、「インターネットによる演習等で、教員への質問が可能なもの(S)」、「教員の引率する見学旅行など(T)」に相当する授業科目は、その学習・教育の形態を”講義、演習、実験、研究等の別“の欄に（　）内の記号(P、Q、R、S、T)で示すこと。

※4
「講義」、「演習」、「実験」と「その他」への振り分けが困難な場合には、記入不要。

表５　　学習保証時間とその内訳

	学習内容の区分
	学 習 保 証 時 間

	
	必須あるいは選択の合計
	講 義※
	演 習※
	実 験※
	その他※

	人文科学、社会科学等（語学教育を含む）の学習
	必 須
	
	
	
	
	

	
	選 択
	
	
	
	
	

	
	合 計
	
	
	
	
	

	数学、自然科学、情報技術の学習
	必 須
	
	
	
	
	

	
	選 択
	
	
	
	
	

	
	合 計
	
	
	
	
	

	専門分野の学習
	(1)
	必 須
	
	
	
	
	

	
	
	選 択
	
	
	
	
	

	
	
	合 計
	
	
	
	
	

	
	(2)
	必 須
	
	
	
	
	

	
	
	選 択
	
	
	
	
	

	
	
	合 計
	
	
	
	
	

	
	(3)
	必 須
	
	
	
	
	

	
	
	選 択
	
	
	
	
	

	
	
	合 計
	
	
	
	
	

	
	(4)
	必 須
	
	
	
	
	

	
	
	選 択
	
	
	
	
	

	
	
	合 計
	
	
	
	
	

	
	

	
	
	
	
	
	

	
	その他
	必 須
	
	
	
	
	

	
	
	選 択
	
	
	
	
	

	
	
	合 計
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	

	合　計
	必 須
	
	
	
	
	

	
	選 択
	
	
	
	
	

	
	合 計
	
	
	
	
	


※表４で、合計時間数を「講義」、「演習」、「実験」と「その他」に振り分けることが可能な授業科目について合計した時間数を記入する。

３．基準３：教育手段

３．１　入学および学生受け入れ方法

(1) 入学選抜方法の開示とそれに基づく選抜の実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(2)プログラム履修者を決める具体的方法の開示とそれに基づく履修者決定

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(3)編入方法および編入基準の開示とそれに基づく選抜の実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

３．２　教育方法

(1)カリキュラムの設計と開示

表６　学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ
	学習・教育

目標
	授　　業　　科　　目　　名

	
	1　年
	2　年
	3　年
	4　年

	
	前 期
	後 期
	前 期
	後 期
	前 期
	後 期
	前 期
	後 期

	（A）
	授業科目Ａ

授業科目Ｂ

授業科目Ｃ
	授業科目Ｄ
授業科目Ｅ（○）
	授業科目Ｆ（◎）
	授業科目Ｇ（○）
	
	授業科目Ｈ（◎）
	
	授業科目Ｉ（◎）

	（B）
	
	
	
	授業科目Ｊ

	
	授業科目H（○）
授業科目K（◎）
	授業科目L（◎）

授業科目M
	

	（C）
	授業科目A
	授業科目D

授業科目N
	授業科目O（◎）

授業科目P（◎）

授業科目Q
	授業科目R（◎）

授業科目S（◎）

授業科目G


	授業科目T

授業科目U


	授業科目V（◎）


	
	授業科目Ｗ（◎）



	
	
	
	
	
	
	
	
	


 (2)科目の授業計画書(シラバス)の作成・開示とそれに従った教育の実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(3)授業等での学生支援の仕組みとその開示・実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(4)学生自身の達成度点検と学習への反映

―――――――――――ページ変更―――――――――――

３．３　教育組織

(1)教員の数と能力および教育支援体制

―――――――――――ページ変更―――――――――――

表７　　　教　員　一　覧　表

	氏　名
	年齢
	職名
	最高

学位

（取得年）
	勤務形態※1
	経 験 年 数
	技術者資格の有無と

有の場合にはその種類と

取得年（西暦）
	担当授業科目※2

	
	
	
	
	
	企業
	公共

団体
	他大学等

教育・研究機関
	現在の

大学
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１
：
非常勤の場合は年間の勤務時間をカッコ書きする。

※２
：
四年制大学の学部あるいは専攻科を含む短期大学あるいは専攻科を含む高等専門学校で担当しているすべての授業科目を記入する。

表８　教員の担当している授業科目と活動状況

	教員名
	職　名
	担当している授業科目※1
（学部・大学院等の別、学年、学期、
単位数、本人を含む担当教員数）
	活動状況※2
（百分率）

	
	
	
	教　育
	研　究
	その他※3

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※1
：
教員の負担が適切かどうかの判断材料となるので、学部や大学院等で担当しているすべての授業科目を記入する。


流体力学（学部2年、Ⅲ期、2単位、1名）、機械エネルギー工学特論（大学院前期課程1年、Ⅰ期、2単位、2名）、のように記す。

※2
：
仕事をしている時間（睡眠、食事、通勤、休憩時間は含まない）の内訳を百分率で示し、全体で100%になるようにする。大体の数字で構わない。

※3
：
主として高等教育機関の管理・運営活動や社会的活動がこれに当たる。

(2)教員の質的向上を図る仕組み(FD)の存在、開示、実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(3)教員の教育に関する貢献の評価方法の開示・実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(4)科目間の連携・教育効果改善教員間連絡ネットワーク組織の存在と活動の実施

４．基準４：教育環境

４．１　施設、設備

(1)教室、実験室、演習室、図書室、情報関連設備、自習・休憩設備および食堂等の整備

―――――――――――ページ変更―――――――――――

４．２　財源

(1)施設、設備の整備・維持・運用に必要な財源確保への取り組み

―――――――――――ページ変更―――――――――――

４．３　学生への支援体制

(1)教育環境に関して、学生への勉学意欲を増進し、学生の要望にも配慮するシステムの存在と、その仕組みの開示、活動の実施

５．基準５：学習・教育目標の達成

(1)科目ごとの目標に対する達成度評価の実施

表９　主要授業科目の達成目標および評価方法と基準

	主要授業科目名

（少なくとも表６に◎印を記した授業科目を含む）
	科目の達成目標
	評価方法と基準

	○○工学
	○○工学に関する基本的な専門用語の意味を理解できる
	

	
	△△の法則について理解し、これを用いて簡単な△△の解析ができる
	

	
	××の設計における、○○と△△のトレードオフの関係を説明できる
	

	
	○○の原理を応用した装置に関して、原理図を示し動作の概要を説明できる
	

	
	△△工学が果たしている社会的役割と、それに伴う問題点を説明できる
	

	○○工学実験
	△△の基本的操作方法を習得し、これを用いて実際に××の観測ができる
	

	
	○○工学における基礎的実験を計画し、必要な装置構成図と手順書を作成できる
	

	
	観測データを考察し、○○工学における基本的原理との関連を説明できる
	

	
	観測データをもとに、現象を把握するために有効な形式でグラフを作成することができる
	

	
	実験結果とそれに対する考察内容について、効果的に発表できる
	

	
	
	

	
	
	


 (2)他の高等教育機関で取得した単位および編入生等が編入前に取得した単位に関しての評価方法・評価基準の作成とそれに基づく評価の実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(3)学習・教育目標の各項目に対する達成度の総合的評価方法・評価基準の作成とそれに基づく評価の実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(4)修了生全員のすべての学習・教育目標の達成

６．基準６：教育改善

６．１　教育点検

(1) 学習・教育目標達成度の評価結果に基づいて、基準１－５に則してプログラムを点検できる教育点検システムの存在とその開示・実施

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(2) 教育点検システムにおける社会の要求や学生の要望にも配慮する仕組みの存在と、教育点検システム自体の機能も点検できる構成

―――――――――――ページ変更―――――――――――

(3) 教育点検システムを構成する会議や委員会等の記録の当該プログラム関係教員に対する閲覧手段の提供
―――――――――――ページ変更―――――――――――

６．２　継続的改善

(1) 教育点検の結果に基づいて、基準１－６の内容（分野別要件を含む）に則してプログラムを継続的に改善するシステムの存在と、改善活動の実施

７．分野別要件

分野別要件の各項目と説明箇所一覧表

	分野別要件の項目
	関連する認定基準の項目
	自己点検書
本文編の該当ページ
	引用裏付資料
	実地審査閲覧資料

	記入例

(1)(a)
	基準１(1)(d)
	p.xx～p.xx
	表２、３

資料1のx～x
	資料xx

	
	基準３(1),(2)
	p.xx,xx,xx
	資料3のx,x
	資料xx

	
	基準５(1),(3)
	p.xx
	
	資料xx

	(1)(b)
	・・・・・・
	・・・・・・
	・・・・・・
	・・・・・・

	(1)(c)
	・・・・・・
	・・・・・・
	・・・・・・
	・・・・・・

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


添付資料
教　員　個　人　データ

1． 氏名（年齢） ：

2． 所属・職名 ： 

3． 最高学位（取得年） ： 

4． 勤務形態（常勤・学内兼任・非常勤の別、非常勤の場合は年間の勤務時間をカッコ書きする） ： 

5． 現在の担当教育科目

（１）当該プログラムの担当授業科目

	授業科目名
	学年
	学期
	単位数
	担当教員数

本人を含む

	（記入例）材料力学
	２年
	前期
	２
	１

	卒業研究
	４年
	通期
	６
	１

	
	
	
	
	


（２）当該プログラム以外の担当授業科目

	授業科目名
	学年
	学期
	単位数
	担当教員数

本人を含む

	（記入例）集積回路
	他大学
学部３年
	前期
	２
	１

	電子回路特論
	大学院
前期課程１年
	前期
	２
	１

	
	
	
	
	


6． 授業担当者としての適性
前項の５（１）に示した当該プログラムの授業科目のそれぞれについて、担当者として適切であることを具体的な根拠（例えば、授業内容に関連した教育実績、研究業績、実務経験、著書、作品、特許、社会活動などの概要）をあげて、科目ごとに簡潔に説明する。

科目名１：



科目名２：
　　・
　　・
　　・

7． これまでの教育改善への取り組み、教育に関する研鑽、教育関係の学会活動など

8． 職業経験年数：
	業　種
	経験年数

	企業
	年

	公共団体
	年

	研究機関
	年

	他大学等の教育機関
	年

	現在の大学
	年

	合計
	年


9． 実務経験（実務経験のある場合のみ記入）：
	業　種
	主な職務内容
	経験年数

	（記入例）電機メーカー
	産業用モータの設計
	１０年

	
	
	年

	
	
	年

	
	
	年


10． 技術者資格の有無と有の場合にはその種類と取得年（西暦） ：

11． 活動状況

教 育　：　
％

研 究　：　
％

その他※　：　
％

※　主として高等教育機関の管理・運営活動や社会的活動がこれに当たる。
仕事をしている時間（睡眠、食事、通勤、休憩時間は含まない）の内訳を百分率で示し、全体で100%になるようにする。大体の数字で構わない。

12． その他、アピールしたい特記事項など
















常勤


非常勤


学内兼任





：	分野別要件で要求されている知識・能力を記述する。


なお，表中（d）の表示法は一例であって，分野によっては変更されても構わない。





：当該プログラムの学習・教育目標を記述する。











学習・教育目標








基準1の(1)の


　　知識・能力

















注意： 中間審査の場合、「自己点検結果」は中間審査項目についてのみ記載する





「科目の達成目標」ごとに，具体的な評価の方法と，当該科目の成績に対する評価の重みが明確になるように，シラバスの記載内容を抜粋して転記する。





「何がどの程度できるようになるか」が具体的にわかるように，シラバスの記載内容を抜粋して転記する。





特別な評価方法を実施しているなど，特記事項があれば記す。





評価の観点，評価の具体的方法が明確になるように記載する。複数の手段を併用して評価している場合は，それぞれの重みなどについても記載する。





「何がどの程度できるようになるか」が具体的にわかるように記載する。





基準１(1)の(a)～(h)の項目のうち，関連項目を関連の強い順に列挙する。























